
○海輪社長からの説明事項 

本日もお忙しい中、お集まりいただき、ありがとうございます。 

本日、私からは、「平成２６年度上半期の販売電力量実績」、「平成２６年

度第２四半期決算および平成２６年度業績予想」について、ご説明いたします。 

 

 

○平成２６年度上半期の販売電力量実績について 

 はじめに、平成２６年度上半期の販売電力量実績についてご説明いたします。 

平成２６年度上半期の販売電力量につきましては、合計で３６３億７００万

ｋＷｈとなりました。前年同期の実績と比較すると、４億ｋＷｈ程度の減少と

なり、率にして９８．９％の実績となりました。このように、上半期の販売電

力量が前年実績を下回りますのは、昨年度に続いて、２年連続となります。 

販売電力量が前年実績を下回った主な要因といたしましては、東日本大震災

からの復興の動きは続いているものの、前年に比べて春先の気温が高めに、加

えて夏場の気温が低めに推移したことによる冷暖房需要の減少などがあったと

分析しております。 

 

 

○平成２７年３月期（平成２６年度）第２四半期決算について 

 次に、平成２６年度第２四半期決算についてご説明いたします。数値につき

ましては連結ベースでご説明させていただきます。 

まず、収益面でありますが、今ほどご説明いたしましたとおり、当期の販売

電力量は前年同期に比べ減少しましたものの、昨年９月に電気料金を値上げさ

せていただいたことによる増収のほか、燃料費調整額の増などにより、電灯・

電力料が増加いたしました。これにより、売上高は１兆３９４億円となり、前

年同期に比べ１，２１４億円の増、率にして１３．２％の増となりました。 

なお、売上高に営業外収益を加えた経常収益は１兆４３０億円となり、前年

同期に比べ１，２１０億円の増、率にして１３．１％の増となりました。 

一方、費用面につきましては、円安影響などによる燃料費の増加がありまし

たものの、被災水力の復旧に伴う自社水力の稼働増により、燃料費の増加幅を

抑制できました。このほか、減価償却費や人件費が減少したほか、引き続き経

費全般にわたる徹底した効率化に取り組んだ結果、経常費用は９，５５３億円

となり、前年同期に比べ２５２億円の増、率にして２．７％の増に留めること

ができました。 

この結果、経常利益は前年同期に比べ９５８億円の増となる、８７６億円と

なりました。なお、第２四半期決算において経常黒字となりますのは、平成２



２年度以来４年ぶりとなります。 

また、四半期純利益につきましては、前回第１四半期決算の際にもご説明し

ておりますとおり、退職給付制度の見直しに伴う退職給付制度改定益１４２億

円を特別利益に計上したことなどから、前年同期に比べ６５４億円増の６７３

億円となりました。 

 

なお、連結決算の経常利益が前期から当期にかけて９５８億円改善した主な

要因について補足いたします。 

先ほどご説明いたしましたとおり、当期は燃料費などの増加がありましたも

のの、収支の改善要因として 

・電気料金の値上げによる収入増が、６７０億円程度 

・減価償却費の減が、２０９億円程度 

・人件費の減が、８９億円程度 

・水力発電所の稼働増による燃料費の低減効果が、７０億円程度 

などがあり、その結果として、経常利益が９５８億円増加したものであります。 

 

以上が第２四半期決算の概要であります。 

 

 

○平成２７年３月期（平成２６年度）業績予想について 

 続きまして、平成２６年度通期の業績予想について、ご説明いたします。 

 通期業績予想につきましては、これまで、費用の見通しを合理的に算定する

ことが難しい状況にありましたことから、４月に売上高の見通しのみをお知ら

せし、利益予想は未定としておりました。 

今般、現時点における電力需給状況および経営効率化の検討状況などを踏ま

え、利益を含めた業績予想を算定いたしました。 

 まず、売上高につきましては、販売電力量の減少などを踏まえ、前回の公表

値（２兆２，０００億円程度）から下方修正し、２兆１，８００億円程度とな

る見通しです。 

一方、費用面では、安定供給のための設備維持に必要な修繕費の増加などを

見込んでおりますが、電気料金値上げによる影響が通期に及ぶことに加えて、

引き続き経費全般にわたる徹底した経営効率化に取り組むことなどにより、経

常利益は８８０億円程度となる見通しであります。また、当期純利益について

も、６８０億円程度となる見通しです。 

 

なお、先ほどご説明いたしました第２四半期決算とほぼ変わらない利益水準



（当社単独では減少）となっておりますが、これは、第１四半期決算の時にも

申し上げましたとおり、火力発電所などの定期点検等を、夏の需要期を避け、

秋以降に実施しているため、修繕費などの経費が下期に集中するなどの事情に

よるものです。 

以上のように、当期は前年実績を上回る利益水準を確保できる見通しとなり

ましたが、当社では、現在も修繕費等を中心に、安定供給に支障が出ない範囲

で緊急的な支出抑制・繰り延べを継続しております。また、当期純利益も、特

別利益の計上という一時的な要因によるところが大きく、収益基盤は回復基調

にはありますものの、未だ安定していない状況にあります。 

加えて、現在抑制している修繕費等について、今後は安定供給を維持するた

めに、計画的に経年化対策を実施していく必要があります。こうしたコスト増

の要因を抱えておりますことから、今後も、中長期的に効果が継続する構造的

なコスト低減のさらなる深掘りと原子力発電所の再稼働に向けてしっかりと取

り組み、早期に収益基盤の安定化を図ってまいりたいと考えております。 

 

＜配当＞ 

続きまして、中間配当について申し上げます。 

今ほどご説明いたしましたとおり、中間配当につきましては、第２四半期決

算および通期業績予想の状況や、東日本大震災等により毀損した財務体質の回

復の状況などを総合的に勘案し、本日の取締役会において１株当たり５円とさ

せていただくことといたしました。 

また、期末配当予想につきましては、「今後の需給状況等を踏まえた通期の業

績」や、「原子力発電所の再稼働を巡る状況等を踏まえた中長期的な収支見通し」

および、「財務体質の今後の回復状況」等を慎重に見極める必要があることなど

から、現時点では引き続き「未定」とさせていただきます。 

 

本日、私からは以上です。 

 


